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  本博士論文は、第二言語学習者の屈折形態素使用に関わる諸問題の原因解明
について取り組んでいる。一般的に屈折形態素の習得は、特に大人の第二言語
学習者にとって困難であると考えられている（Lardiere 2016: 5）。本論文におい
ては、特に、主要な二つの仮説に関して検討する。機能素性欠陥仮説と表層屈
折要素欠落仮説である。機能素性欠陥仮説 （Hawkins and Chan（1997）、Tsimpli 
and Roussou（1991）、Hawkins and Liszka（2003）、Hawkins（2003）、Hawkins and 
Hattori（2006）、Tsimpli and Dimitrakopoulou（2007））においては、第二言語学習
者の第一言語において具現化されなかった形式素性は、第二言語学習者の統語
表示から完全に喪失しているとするものである。一方、表層屈折要素欠落仮説 
（Hazneder and Schwartz（1997）、Lardiere（1998 a, b）、Prévost and White（2000）、 
White（2003）、Prévost（2008）、Yoshimura and Nakayama（2009））は、素性の習
得とその他の統語的特性は利用可能であるが、言語処理やコミュニケーション
時のプレッシャー（Prévost and White（2000: 129））が原因となり、抽象的統語素
性を適切に形態素として具現化する際に問題が生じるとしている。これらの仮
説は、これまで多大な成果を出しているが、第二言語学習者の屈折形態素の不
完全な使用に関しての、一貫し、原理に基づいた妥当な説明はまだない。この
ような背景を踏まえて、本論文では、独自の調査に基づき、これら二つの主要
な仮説のうち、どちらが第二言語学習者の屈折形態素使用の不完全性に対して
妥当な説明を与えることができるのかを検証するとともに、日本人英語学習者
の英語屈折形態素使用の実態を説明する素性組み合わせ条件を提案する。 
 
本論文は以下の七つの章から構成されている。 
 
• 第 1 章 Introduction（序論） 
• 第２章 A History of the Second Language Acquisition Study（第二言語習得研
究の歴史） 
• 第３章 Generative Grammar and Second Language Acquisition（生成文法と第
二言語習得） 
• 第４章 The Failed Functional Feature Hypothesis and the Missing Surface 
Inflection Hypothesis（機能素性欠陥仮説と表層屈折要素欠落仮説） 
• 第５章 The Acquisition of Do-Support as a PF Operation: A Study of Japanese 
Learners of English（PF 操作としての do 挿入習得：日本人英語学習者の調査
より）  
• 第６章：The Third Person Singular “s” in Speech of Advanced Japanese Learners 
of English（上級レベルの日本人英語学習者の発話における三単現のｓ） 
• 第７章：Conclusion（結論） 
 
以下、各章の概要を述べる。 
 
第１章：序論 
第１章では、まず導入として、第二言語習得とはどのような学問であるのか、
そして、何を解明するべき目標として掲げているのかが説明される。続いて、
本論文の目的について、これまでに提案された仮説を踏まえて、説明される。
さらに、本論文の各章の内容が要約される。 
 
第２章：第二言語習得研究の歴史 
 第２章では、第二言語習得研究の歴史的流れについて、目標文法は習慣形成
によって習得されるとする行動主義の考え方が主流となった 1950 年代から、現
在の第二言語習得研究までを、４つの段階に分けて概観する。 
 第二言語習得研究の第一段階は 1950 年代にある。第二言語習得研究の当初の
理論的基盤は、行動主義（behaviorism）に基づく心理学によって強く影響を受
けていた。行動主義的な言語習得理論においては、言語習得は、繰り返し練習、
模倣、そして大人の話す言語の練習によるものと考えられていた。行動主義的
言語習得理論を基盤に、第一言語と第二言語の間の特性の違いを詳細に分析す
ることにより、いつ母語転移が行われ、どの文法項目が習得困難となるのか、
また異なった第一言語を持つ学習者がどのような誤りを犯すのかを予測するこ
とができるとする対照分析仮説（contrastive analysis hypothesis）が隆盛を極めた。
しかしながら、その後の対照分析仮説に基づいた様々な実証研究の結果により、
第一言語と第二言語間の表面的な違いのみに基づいて、第二言語学習者の言語
的な振る舞いを定義することは難しいことが明らかとなっていく。 
 第二言語習得研究の第二段階は、1960 年代から 1970 年代あたりに相当する。
この段階は、さらに 4 つに小区分される。１）人間は、言語を習得するための
能力、すなわち言語習得装置が生得的に備わっているとする Noam Chomsky に
よって提案された生成文法による形式主義的アプローチ、２）学習者の実際の
誤りを分析する誤り分析、３）学習者の母語の言語能力とも、目標言語の言語
能力とも異なる（Selinker（1972））中間言語、そして、４）第二言語習得におい
ても文法形態素の習得が一定の普遍的順序によってなされているとする、創造
的構築仮説である。 
 第二言語習得研究の第三段階は、Krashen（1977, 1981）の提案したモニターモ
デルが一世を風靡した時代といえる。モニターモデルは、Dulay and Burt（1973）
の創造的構築仮説を基にした、1970 年代から 1980 年代における第二言語習得研
究の主要な研究モデルの一つであり、歴史上最初の第二言語習得理論ともいわ
れている。モニターモデルは、多くの批判も生まれたが、外国語教育にも広く
受け入れられ、第二言語習得研究に多大な影響を与えた第二言語習得理論構築
の基盤となった。 
 第二言語習得研究の第四段階は、Chomsky（1981, 1986）による原理とパラメ
ータのアプローチが提案された 1980 年代前半あたりからといえる。第二言語習
得研究の方法論は、その後二極化する。一つは、第二言語・外国語教育におけ
る効果的な学習と教育のための第二言語習得研究である。このアプローチは、
教室内でのデータを基に第二言語習得のメカニズムを明らかにするものである。
効果的教室指導、年齢要因、学習者要因、4 技能の習得、認知的アプローチが含
まれる。もう一つのアプローチは第二言語習得研究に生成文法理論応用したも
のである。母語の影響、第二言語における普遍文法の存在可能性などが含まれ
る。 
本論文は、主に後者のアプローチに関して取り扱う。生成文法理論を基にし
た第二言語習得研究である。特に、本論文における中心的な課題は、母語に存
在しない第二言語の形式素性が、英語を第二言語として学ぶ学習者の発話に影
響を与えるのかどうかを解明することである。 
 
第３章：生成文法と第二言語習得 
 第３章は、生成文法の基本概念と Radford（2004, 2009, 2016）を参照した極小
主義プログラムの近年の枠組みを提示する。本論文は、前述のとおり、生成文
法理論を基にした第二言語習得研究、特に極小主義プログラムを枠組みとして
いるため、極小主義プログラムの理論的概念や分析的手段は本論文に直接関わ
りをもつ。さらに、本章の最後には、第二言語学習者の初期状態における普遍
文法の利用可能性に関する 3 つの仮説（無転移仮説・部分転移仮説・完全転移
仮説）を概観する。 
 生成文法理論を基にした第二言語習得研究の対象は、パラメ－タから素性へ
と変化・発展していった。この変化の主要な要因は、生成文法理論の枠組みが
原理とパラメータのアプローチ（Chomsky, 1981, 1986）から極小主義プログラム
（Chomsky, 1993, 1995, 1998）へと発展したことにある。これまで言語間の違い
をパラメータの再設定として説明していたものが、形式素性の値の設定によっ
て説明されることとなった。したがって、生成文法理論を基にした第二言語習
得研究においては、学習者の形式素性の習得の有無が中心的な課題となってい
く。 
 生成文法理論において、中心的役割を果たすのが、Chomsky によって提案さ
れた言語習得装置である。人間は、生得的に言語を習得することができる言語
習得装置を備えていると考えられている。この言語習得装置が、第二言語にお
いても働くのかどうかに関しては、1980 年台から 1990 年代に盛んに議論される
ようになる。その後、1990 年代に入り、言語習得装置、特に統語知識に関して
は、普遍文法（UG）と呼ぶが、それがどの程度、第二言語学習者にとって利用
可能なのか、さらに第二言語の初期状態、すなわち、どの程度母語が影響を受
けた状態から習得が始まるのかが議論されるようになる。UG の利用可能性には、
論理的に、3 つの可能性がある。UG 無利用、UG 完全利用、そして UG 部分利
用である。さらに、母語転移に関しても、3 つの可能性がある。完全転移、部分
転移、そして無転移である。これまでの多くの経験的研究から、どれとどれを
組み合わせたモデルが妥当なモデルであるかが検証され、完全転移・UG 完全利
用モデルが最も妥当性のあるモデルであるといわれている。 
 
第４章：機能素性欠陥仮説と表層屈折要素欠落仮説 
 第４章では、本論文で扱う問題に関する先行研究を概観する。まず初めに、
機能素性欠陥仮説を支持する Hawkins and Liszka（2003）と Hawkins and Hattori
（2006）の研究を、次に、表層屈折要素欠落仮説を支持する Prévost and White 
（2000） と Yoshimura and Nakayama （2009）の研究を概観し、本章の研究の位
置づけを明確にする。 
 Hawkins and Liszka（2003）では、上級レベルに達した英語学習者として、中
国語母語話者 2 名、日本語母語話者 5 名、ドイツ語母語話者 5 名を被験者とし
て、過去形の自発的発話に関して、調査を行った。その結果、中国語を母語と
する英語学習者の過去形の誤りと日本語とドイツ語を母語とする英語学習者の
誤りとの間に統計的に有意な差が見られた。この結果に関して、Hawkins and 
Liszka は、中国語は、他の言語と異なり、時制に関わる素性（Hawkins and Liszka
では「±PAST」素性としていた）が、母語に存在しないため、日本語とドイツ語
を母語とする学習者とは異なった振る舞いをしたと結論付けた。このことは、
もし、表層屈折要素欠落仮説が正しいとすると、言語処理やコミュニケーショ
ン時のプレッシャーを、中国語を母語とする英語学習者のみが受けたことにな
り、不自然である。そのため、機能素性欠陥仮説のほうがより妥当な説明であ
るとした。 
 Hawkins and Hattori（2006）は、19 名の日本語を母語とする上級レベルに達し
た英語学習者を実験群とし、11 名の英語母語話者を統制群とし、wh 疑問文の文
法判断テストから、その振る舞いを比較した。その結果、実験群と統制群の間
には、統計的有意差が見られた。また、文法的な文と非文法的な文の間に、統
制群においては、有意差が見られたが、実験群の間には見られなかった。この
ことから、Hawkins and Hattori は、上級レベルに達した日本人英語学習者は、母
語にない wh 移動のための wh 語の移動を引き起こす解釈不可能素性の習得はで
きず、代わりに母語にあるかき混ぜによる焦点化を用いて、英語の wh 移動を分
析し、英語の中間言語を作り出していると主張した。つまり、英語母語話者と
上級日本人英語学習者の違いは、母語にない解釈不可能素性に因るとし、機能
素性欠陥仮説の主張を支持するものであるとした。 
 Prévost and White（2000）は、2 名のアラビア語を母語とするドイツ語学習者
と 2 名のスペイン語を母語とするフランス語母語話者を被験者とし、彼らの自
発的発話から、定形動詞が、常に定形の位置にしか現れず、非定型の位置には
ほとんど見られないことを示した。一方、非定形動詞に関しては、動詞の現れ
る位置が一定ではなかった。このことから、Prévost and White は、定形動詞が適
切な位置に常に現れていることは、素性とその素性の強弱を学習者が理解して
いる、つまり、統語表示にそれらが表れていることを示しているとした。また、
被験者の発話から、定形動詞の屈折と一致が適切になされていることも示した。
これらのことから、動詞屈折のばらつきがみられる際は、体系立てられている
ことから、抽象的なレベルにおいて問題はなく、第二言語学習者の屈折形態素
の問題は、形態素を抽象的な範疇へ写像（Spell-out）する際に起きるとした。 
 Yoshimura and Nakayama（2009）は、日本語を母語とする中級レベルの英語学
習者を被験者とし、彼らの動詞の屈折（三単現のｓと動詞の過去形）と主語の
使用や代名詞の主格付与に関して、彼らの英作文を分析した。その結果、動詞
の屈折に関しては、ばらつきがみられるが、主語や主格代名詞に関しては、矛
盾なく使用することができることを示した。このことから、Yoshimura and 
Nakayama は、１）母語の主語脱落の転移はほとんど見られない、２）EPP 素性
の称号と主語繰り上げができる、３）PF において形態的挿入ができないと結論
づけた。 
 
第５章：PF 操作としての do 挿入習得：日本人英語学習者の調査より  
 第５章では、表層屈折要素欠落仮説の妥当性を検証する。表層屈折要素欠落
仮説 （Hazneder and Schwartz（1997）、Lardiere（1998 a, b）、Prévost and White（2000）、  
White（2003）、Prévost（2008）、Yoshimura and Nakayama（2009））では、形式素
性は、第二言語学習者にとって習得が可能ではあるが、統語構造を形態素や音
形に移し替える際に、言語処理の問題、もしくはコミュニケーション時のプレ
ッシャーにより問題が生じると主張する。言い換えれば、形態素や音形の挿入、
つまり PF における操作が、 第二言語学習者の屈折形態素習得の困難性の原因
であるとされている。よって、もし 表層屈折要素欠落仮説が正しいとすれば、
PF における別の操作（本章では do 挿入）に関しても同様に、第二言語学習者に
とっては習得が困難となると予測できる。すなわち、PF における操作の一つで
ある do 挿入を含む助動詞 do の疑問文は、do 挿入のない法助動詞の疑問文より
も誤りを誘発しやすいこととなる。日本人英語学習者は、yes-no 疑問文において、
法助動詞と助動詞 do の移動を誘発し、do 挿入を要請する強 T 素性を習得しなけ
ればならないが、もし、PF における操作すべてが第二言語学習者にとって困難
であるとすれば、強 T 素性の習得よりも do 挿入の習得の困難性が、誤りの原因
となる。このことは、表層屈折要素欠落仮説を追加的に支持することとなる。 
本章では、上級レベルに達した 10 名の日本人英語学習者を被験者とし、do 挿
入を介する助動詞 do の疑問文と do 挿入を介さない法助動詞の疑問文のコンピ
ュータ画面上での日本語を英語に訳すタスクを行った。発話された音声は、IC
リコーダーに録音され、その後文字に起こされた。文字に起こされたスクリプ
トから誤り数が数えられ、分析された。すべての発話データは、英語を学ぶ子
供の発話データの誤りを分析した Rowland（2007）の誤りコーディングを参照し、
誤りを 8 つのタイプに分類した。結果は以下の通りとなった。 図 5-2 は、法助
動詞の疑問文の誤り数に関して、図 5-3 は、助動詞 do の疑問文の誤りに関して
示している。 
 
図 5-2: Total number of correct questions and errors   
Correct Errors
Total NIE VOE Mis
Number 53 43 5 3 2
% of errors         18% 81% 9% 5% 3%
Questions with modal auxiliary
  
 
図 5-3: Total number of correct questions and errors   
Correct Errors
Total NIE VOE Mis
Number 49 41 3 1 4
% of errors         16% 83% 6% 2% 8%
Questions with auxiliary do
 
 
これらの結果から、法助動詞の疑問文と助動詞 do の疑問文の誤りの間には、
ほとんど違いがみられないことが分かった。つまり、上級レベルに達した日本
人英語学習者に関しては、PF における操作が介入する do 挿入のある疑問文の発
話は、do 挿入のない疑問文の発話と変わりなく、ほとんど間違いがみられなか
った。この結果は、PF における別の操作も、第二言語学習者にとって習得が困
難になるとした予測に反するものであった。この結果を説明するために、本章
では、母語に存在する操作（ここでは、日本語の「する」挿入）に関しては、
第二言語において習得が困難ならないと提案した。Kageyama（1992）、Miyagawa 
（1998）そして Aoyagi（1998）によると、日本語には、動詞と時制の間に、副
助詞「も」・「さえ」・「は」が介入した際に、「する」が T に挿入される。 
 
（１） 子供は、本を読む。 
（２） 子供は、本を読み-も-する。 
（３） 子供は、本を読み-さえ-する。 
（４） 子供は、本を読み-は-する。 
 
日本語の「する」挿入は、T と動詞の間にある助詞が介入した際に、T に挿入
されることから、英語の do 挿入に相当する。このように、日本語に相当する文
法操作がある際には、第二言語において、そのような文法操作の習得が困難と
ならない可能性がある。結論として、本章では、すべての PF における操作が、
第二言語学習者にとって習得が困難となるわけではないことを示した。つまり、
PF における操作が困難あると仮定している表層屈折要素欠落仮説は、妥当な仮
説ではない可能性を示した。 
 
第６章：上級レベルの日本人英語学習者の発話における三単現のｓ 
第 6 章では、機能素性欠陥仮説の妥当性に関して検討する。これまでの第二
言語学習者の最終状態に関する先行研究（Lardiere（1998a, b）、Hawkins and Liszka 
（2003）、White（2003））によると、上級レベルに達した日本語母語話者、ドイ
ツ語母語話者、中国語母語話者、そしてトルコ語母語話者の自然発話において
は、中国語母語話者の被験者のみが、過去形に関しては、習得が他の学習者と
比べて著しく困難であるという。これに対して、Hawkins and Liszka（2003）は、
中国語母語話者は、母語に tense 素性が存在しないため、過去形の習得が困難で
あるとし、機能素性欠陥仮説を支持する主張をした。一方、Lardiere（1998a, b）
と White（2003）は、主語脱落言語である、中国語母語話者とトルコ語母語話者
が、主語の顕在化と主格の格付与に関して、ほとんど問題がないことから、機
能範疇と素性が、第二言語学習者の中間言語に存在していると主張し、よって、
それらが表層屈折要素欠落仮説を支持するとした。しかしながら、もし、表層
屈折要素欠落仮説が正しいとし、動詞の屈折の困難性が、形態素を音に移し替
える際に、言語処理の過程やコミュニケーション時のプレッシャーが原因であ
るとすると、なぜ中国語母語話者のみが動詞の過去形の屈折の習得が困難であ
り、その他の言語の英語学習者（トルコ語、ドイツ語、日本語母語話者）が、
上級レベルになるとその屈折形態素を習得できるようになるのかを説明するこ
とができない。 
もし、母語にない素性は、第二言語においては喪失し、習得が困難となると
する機能素性欠陥仮説が正しいとすると、 第二言語学習者の母語に存在する素
性のみが習得可能であると予測できる。本章の中心的課題は、第二言語学習者
が、母語に存在する素性の組み合わせを習得できるかどうかである。特に、本
章では、tense 素性、φ素性、そして affix 素性（Hawkins（2013）を参照した接
辞素性）の組み合わせに関して検討する。このことを検証するために、上級レ
ベルに達した日本人英語学習者 10 名を被験者とし、動詞の屈折（特に、三単現
の s と過去形）に関して、インタビューによる自然発話による調査を行った。イ
ンタビューは、被験者と論文作成者の間で行われ、彼らの発話は、IC レコーダ
ーに録音され、その後文字に起こされた。文字起こし後に、三単現の s と規則動
詞・不規則動詞の屈折の誤りの数が数えられ、分析された。日本語には、英語
の三単現の s のような主語と動詞の一致は存在しないものの、おそらく日本語に
は tense 素性、φ 素性、そして affix 素性が存在する。そのため、日本人英語学
習者は、これまでの研究で習得が困難とされてきた、英語の屈折形態素の習得
が可能であると推測される。結果は、以下のようになった。 図 6-8 は、三単現
の s の付加に関しての結果、図 6-9 は、規則動詞の過去時制の付加に関する結果
で、図 6-10 は、不規則動詞の過去形の屈折に関する結果である。 
 
図 6-8: Suppliance of third person singular –s agreement 
Subject (time/min) errors total Suppliance %
Subject A (17:06) 0 13 100
Subject B (30:51) 0 13 100
Subject C (14:00) 0 10 100
Subject D (20:53) 0 9 100
Subject E (15:20) 1 6 83
Subject F (18:07) 1 4 74
Subject G (19:32) 0 14 100
Subject H (36:17) 0 17 100
Subject I (6:44) 1 9 88
Subject j (25:09) 2 23 91
Total (Average 20.23 ) 5 118 93.60%  
 
図 6-9: Suppliance of past tense (regular verb) 
Subject (time/min) errors total Suppliance %
Subject A (17:06) 3 24 87
Subject B (30:51) 0 32 100
Subject C (14:00) 2 36 97
Subject D (20:53) 3 48 93
Subject E (15:20) 5 22 77
Subject F (18:07) 2 37 94
Subject G (19:32) 1 22 95
Subject H (36:17) 3 43 93
Subject I (6:44) 4 16 75
Subject j (25:09) 3 19 84
Total (Average 20.23 ) 25 299 89.50%  
 
図 6-10: Suppliance of past tense (irregular verb) 
Subject (time/min) errors total Suppliance %
Subject A (17:06) 2 23 91
Subject B (30:51) 1 31 96
Subject C (14:00) 0 26 100
Subject D (20:53) 2 66 96
Subject E (15:20) 0 31 100
Subject F (18:07) 2 19 89
Subject G (19:32) 1 12 91
Subject H (36:17) 0 50 100
Subject I (6:44) 1 12 91
Subject j (25:09) 1 23 95
Total (Average 20.23 ) 10 293 94.90%  
 
 これらの結果から、上級レベルに達した第二言語学習者は、三単現の s と過去
形の時制を適切に付加していることがわかる。このことは、予測と一致する。
この結果を基に、本章では、日本人英語学習者がなぜそれに相当する文法が日
本語にないにもかかわらず、一致の仕組みを習得することができたのか、また、
なぜ、先行研究において、中国語母語話者のみが動詞の屈折にばらつきが見ら
れたのかを説明するために、日本語のφ素性の可能性を検討し、さらに the 
Combination of Features Condition（素性組み合わせ条件）を提案した。 
 日本語には、主語への尊敬を示すために、動詞に特別な接辞の付加が行われ
るという（Koizumi 2017）。また、主語の違いにより、謙譲語（6）と尊敬語（7）
が区別され使用される。 
 
（５） Tanaka-san   ga     o-tatini      natta. 
Tanaka-Mr.  NOM   Stood up （SBJ-HON） 
‘Mr. Tanaka Stood up.’  （The speaker respects Mr. Tanaka.） 
（Koizumi（2017：553）） 
（６） 私が、教室に伺います。（謙譲語） 
（７） 先生が、教室にいらっしゃる。（尊敬語） 
 
このことから、人素性は日本語にもあると仮定してもよいだろう。また、数素
性に関しては、日語には、英語とはわずかに異なるものの、名詞の複数を表す
のに、形態素「－達・－ら」が名詞に付加されるため、数素性の存在も仮定で
きる。さらに、より理論的な局面から日本語におけるφ素性を検討してみる。
Chomsky（2000）によると、φ素性の一致と格付与の間には、密接な関係がある
という。これに関連して、日本語にもφ素性があることを仮定することができ
る。日本語の格付与は、格助詞を名詞に付与することによって行われ、格素性
とφ素性に値が与えられる（Kishimoto 2016）からだ。また付け加えると、
Miyagawa（2017）は、日本語の敬語が、φ素性の形態的具現化であるとしてい
る。これらのことから、日本語には、φ素性があると仮定してもいいであろう。 
 加えて、本章では、素性組み合わせ条件を仮定している。 
 
（８） The Combination of Features Condition（素性組み合わせ条件） 
第二言語学習者の母語に存在する素性は、第二言語で利用され
る際に、必要に応じてその素性をうまく組み合わせ、第二言語
において利用される。 
 
過去時制の付加には、T 内に[+PAST]素性と[+Affix]素性の組み合わせが要求さ
れる。この組み合わせは、日本語には存在するが、中国語には存在しない。よ
って、素性組み合わせ条件を仮定すると、そもそも[±PAST]素性と[±Affix]素性を
母語に持たない中国語母語話者には、それらの素性の習得が困難であるため、
上級レベルに達しても、動詞の屈折の誤りをし続けることを説明できる。三単
現の s の付加には、一方、[-PAST]素性と[+Affix]素性とφ素性の組み合わせが要
求される。日本語においては、三単現の主語が動詞と一致することはないが、
日本語には、[±PAST]素性、[±Affix]素性、φ素性、そして日本語の敬語表現にお
いて、動詞と主語が一致する。そのため、中国語母語話者とは異なり、上級レ
ベルの日本人母語話者は、これらの素性と一致のシステムを用い、三単現の s
の付加を適切に行うことができたと考えられる。 
本章における、日本人英語学習者のほぼ完璧な屈折形態素の使用に関しては、
日本語のφ素性の存在と素性組み合わせ条件を仮定することにより説明できた
だけでなく、部分的ではあるが、機能素性欠陥仮説を支持する結果となった。 
 
第７章：結論 
第７章では、本論文で提示した結果について簡単に振り返りながら、１）日
本人英語学習者は、母語の「する挿入」に相当する英語の「do 挿入」を習得で
きる、２）すべての PF 操作が第二言語学習者にとって困難ではない、３）日本
人英語学習者は、母語に存在する素性の組み合わせを習得できることを明らか
にした。本論文の結果は、機能素性欠陥仮説の予測と少なからず一致すること
を示した。その上、第二言語学習者の母語の形式素性が、第二言語習得に重要
な影響を与えている可能性示した。さらに、最後に、本論文の諸結果の拡張可
能性についていくつか示唆を行うことで論文を結んだ。 
 
 
 
